








２０２５年度春期 博士前期課程教育学専門Ⅰ（基礎知識） 
 
１． 寺子屋 

近世における⺠衆の初等教育機関であった。就学の年齢や時期に定めは無かったが 5，
6 歳で入門しおよそ１１歳前後で卒業するのが一般的とされる。教材は『往来者』とい
われ、もとは手紙の文例を集めたもので、日常生活や生業で必要な言葉が集められてい
た。学習スタイルは個別学習が主で、自らの進度に応じて読み書きを練習した。師匠の
役割は、習字の手本を書いたり、字を直したり、読み方を教えるというものであった。
師弟の関係は、人格的な尊敬にもとづく強い結びつきがあり、寺子屋での学びを終えて
も継続することが多く、現在も各地に教え子が師匠をしのんで建立した筆子塚が残る。 

 
２． ADHD 
Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder の略で、注意欠如・多動症をさす。不注意・多
動性・衝動性の高さを特徴とし、日本では発達障害のひとつとされている。年齢に比し
て不相応にそれらの症状があり、学校や家庭など複数の場面で、症状が見られることが
診断の要点になる。自閉スペクトラム症や学習障害（限局性学習症）などとの重複もし
ばしばみられる。学校では忘れ物や落ち着きのなさなど、問題行動とされる症状が多発
して、叱責等による二次障害に至ることも多い。特性を踏まえた適切な指導の工夫が欠
かせない。 

 
３． 究開発学校制度 
教育課程の基準の改善に資する実証的資料を得ることを目的に、文部科学省より学習指
導要領等、現行の教育課程の基準によらない教育課程の編成実施を認められた学校が、
新しい教育課程、指導方法等について研究開発を行うことができる制度である。研究開
発の実施を希望する学校の管理機関が文部科学省に研究開発学校指定申請書を提出し、
審査を経て適切と認められた場合、当該学校は、研究開発学校としての指定を受け、現
行の教育課程の基準によらない教育課程編成を行うことが可能となる。 

 
４． 給食指導 

給食指導とは、給食の準備、会食、片付けなどの一連の指導を、実際の活動を通して、
毎日繰り返し行う教育活動である。この活動を通して食品の産地や栄養的な特徴を学ぶ
とともに、準備を共同で行うことで責任感や連帯感を養い、関わる人々への感謝の気持
ちを育み人間関係が育てられる。給食の時間の児童生徒の活動や指導方法については、
市区町村や学校でマニュアルなどを作成し、学校全体で系統立てた指導ができるよ   
う取り組む必要性がある。また食中毒や食物アレルギー等の事故防止に十分配慮するこ
とが必須である。 

 
 



５． 全国学力・学習状況調査 
全国学力・学習調査とは、文部科学省が 2007 年度から実施している調査である。小学
校 6 年生と中学 3 年生とを対象としている。義務教育の機会均等とその水準の維持向上
の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課
題を検証し、その改善を図ること等を調査の目的としている。国語、算数・数学等の教
科に関する調査と児童生徒の生活習慣や学習環境等を内容とする調査からなる。悉皆調
査か抽出調査かは年度によって異なる。この調査によって、児童生徒の学力に関する関
心が高まったと言われる。 

 
６． カリキュラムオーバーロード 

学習内容や授業時数が過剰になり、児童生徒や教師に学習や指導において心理的物理
的負担が生じているあるいは生じていると認知されている状態。時代と共に新たに教
えるべきと考えられる内容が増えるのに対して、重点化等がなされないために生じる
こともある。教師が指導内容の量の増加に応じるために授業速度等に影響が生じるこ
とで、児童生徒が内容を十分理解できないといった学習の問題が生じるとも言われて
いる。このために学習指導要領改訂時には、授業時数と各教科内容の精選が議論さ
れ、負担が提言されるような対応が議論される 

 
７． 金融教育 

金融教育とは、家計管理や貯蓄・投資、ローンや保険などに関する知識と判断力を身に
つけ、生活設計を自律的に行う力を育てる教育である。単に金銭の知識を教えるのでは
なく個人と社会の関係を踏まえた市⺠性の育成である。その背景には、キャッシュレス
化や金融商品の多様化、若者の金銭トラブルや多重債務が問題化している状況がある。
義務教育段階では、割引や利子の扱いを通じて消費行動を批判的に捉える学習や、家計
簿づくりによるライフプランの検討などが具体例として挙げられる。 

 
８． ＮＥＸＴ ＧＩＧＡ 

 
 
 
 

 NEXT GIGA とは、GIGA スクール構想第 2 期として、1 人 1 台端末と校内ネットワ
ークの整備段階から、その更新と活用へと移行させる教育 ICT 政策である。背景に
は、端末の老朽化やバッテリー劣化、自治体間や学校間での活用格差、教員の ICT 活
用力の差といった状況がある。端末のリプレイスやクラウド環境の整備など学習基盤の
構築が求められているが、更新費用の確保、教員研修や ICT 支援員配置の不足などの
課題も大きい。持続可能な財政と人材育成、学習の質保証を一体的に行うことが望まれ
る。（238 字） 



９． PHV年齢（The Age of Peak Hight Velocity）

 PHV 年齢とは、⾝⻑の年間伸び率が最⼤になる時期を指し、思春期の成⻑期をとらえ
る発育指標である。⾝体発達の個人差を理解し、保健体育や部活動における指導内容・
負荷設定を考える際の手がかりとなる。適切な時期を見通して負荷と休養を組み合わせ
れば、運動技能や体力を効果的に伸ばし得る。PHV 年齢が早熟・晩熟というラベルが劣
等感や不公正な選抜を生まないように、発達の多様性を踏まえた無理のない指導計画を
立てる上での一指標として用いるべきである。（219 字）


